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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第83期

第２四半期
連結累計期間

第84期
第２四半期
連結累計期間

第83期

会計期間
自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年１月１日
至　平成29年12月31日

売上高 （千円） 10,458,196 11,328,607 21,922,905

経常利益 （千円） 815,090 848,880 1,725,800

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 554,788 554,729 1,178,506

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,844,523 863,615 1,908,567

純資産額 （千円） 31,971,983 32,550,274 32,035,766

総資産額 （千円） 40,804,005 41,243,082 40,320,008

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 23.84 23.83 50.64

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.3 78.8 79.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,237,877 2,007,335 1,013,266

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,830,168 △100,119 △1,896,355

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △570,232 △683,885 △695,709

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 10,437,779 11,244,859 10,021,567

 

回次
第83期

第２四半期
連結会計期間

第84期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 14.19 13.06

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものであ

ります。

 

(1）経営成績の分析

　当第2四半期連結累計期間のわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善が続くなか、景気は緩やかな回復

基調で推移しましたが、貿易摩擦の拡大による世界経済への影響懸念など海外経済の不確実性が増しており、先行

きは依然として不透明な状況にあります。

　このような状況の中にあって当社グループは、当期より新たな中期経営計画「ＴＴＣ１５０　Ｓｔａｇｅ１」を

スタートさせ、将来の持続的成長に向けた諸施策に取り組んでおります。

　当第2四半期連結累計期間の売上高は、前連結会計年度中の新規連結子会社の増収要因により、113億2千8百万円

（前年同期比8.3%増）となりました。

　収益面では、前連結会計年度中の新規連結子会社の増益要因により、営業利益は7億6百万円（前年同期比4.5%

増）、経常利益は8億4千8百万円（前年同期比4.1%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は5億5千4百万円（前

年同期並み）となりました。

　また、当社グループにおける事業の再構築を図るため、子会社の売却や子会社事業の一部譲渡を行いました。

　単一セグメント内の区分別の状況は次のとおりです。

（食料品）

①　製粉については、販売競争激化により出荷数量は減少しましたが、昨年10月に実施された輸入小麦の政府売

渡価格引き上げに伴い、製品価格の値上げを実施した結果、売上高は53億4千万円(前年同期比1.6%増)となり

ました。

②　食品については、加工食品の販売が減少しましたが、低糖質食品シリーズ「パンdeスマート」の売上が順調

に上伸した結果、売上高は37億3千9百万円(前年同期比2.3%増)となりました。

③　精麦については、前連結会計年度中の新規連結子会社の売上が加わったことにより、売上高は20億8千9百万

円(前年同期比39.5%増)となりました。

（飼料）

　飼料については、前連結会計年度中の新規連結子会社の売上が加わったことにより、売上高は1億3千9百万円(前

年同期比379.4%増)となりました。

（その他）

　その他については、売上高は2千万円(前年同期比3.9%減)となりました。

 

(2）財政状態の分析

①　資産、負債、純資産の状況

　当第2四半期連結会計期間末の総資産は412億4千3百万円となり、前連結会計年度末比9億2千3百万円増加しまし

た。この主な要因は、現金及び預金、投資有価証券が増加し、原材料及び貯蔵品が減少したことなどによるもので

す。

　また、負債合計は86億9千2百万円となり、前連結会計年度末比4億8百万円増加しました。この主な要因は、支払

手形及び買掛金、流動負債「その他」(未払費用)が増加し、借入金が減少したことなどによるものです。

　純資産合計は325億5千万円となり、前連結会計年度末比5億1千4百万円増加しました。この主な要因は、その他

有価証券評価差額金、利益剰余金が増加したことなどによるものです。
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②　キャッシュ・フローの状況

　当第2四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物の残高は112億4千4百万円となり、前連結会計年度末比12億2

千3百万円増加しました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、20億7百万円の収入(前年同期は12億3千7百万円の収入)となりました。

この主な要因は、仕入債務の増加、売上債権の減少、法人税等の支払額の減少によるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、△1億円(前年同期は△18億3千万円)となりました。この主な要因は、子

会社株式の取得による支出の減少、有形固定資産の取得による支出の減少によるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、△6億8千3百万円(前年同期は△5億7千万円)となりました。この主な要

因は、長期借入金の借入によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①　基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の

源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上して

いくことを可能とする者である必要があると考えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づい

て行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式

の大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報

を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交

渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　特に、当社が、製品、技術及びサービス面において競合会社との差別化を実現するためには、当社グループ

において、（ⅰ）オリジナルでクリエイティブな商品の開発力の強化、（ⅱ）高度で幅広い技術、知識、ノウ

ハウ等を有する人材の育成と基盤研究等の充実、（ⅲ）独自の安定した品質の商品を供給できる製造体制及び

研究体制の確立、及び（ⅳ）単なる商品販売に止まらないお取引先や消費者等への奉仕を目的とする販売体制

の実現などを達成することが必要不可欠です。当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を

理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上

させることができなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。また、外

部者である買収者からの大量買付の提案を受けた際に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、当社の企業

価値を構成する有形無形の要素を適切に把握するとともに、買収者の属性、大量買付の目的、買収者の当社の

事業や経営についての意向、既存株主との利益相反を回避する方法、従業員その他のステークホルダーに対す

る対応方針等の買収者の情報も把握した上で、大量買付が当社の企業価値や株主共同の利益に及ぼす影響を判

断する必要があり、かかる情報が明らかにされないまま大量買付が強行される場合には、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益が毀損される可能性があります。

　当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相

当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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②　基本方針実現のための取組み

１）基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図るため、創業150周年を迎える2027年

を見据え、2018年度からの3ヵ年の中期経営計画「TTC150 Stage1」を策定し、2017年12月発表いたしまし

た。当社は、中期経営計画において、その基本方針として次の4項目を掲げています。

（ⅰ）時代の変化に対応した新しい価値の創出

（ⅱ）顧客本位の事業活動

（ⅲ）社員一人ひとりが成長できる環境の整備

（ⅳ）事業活動を通じた社会への貢献

　当社は、中期経営計画に定められたこれらの基本方針に沿った諸施策を実施することこそが、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益の維持・向上に資するものと考えております。

　また、コーポレート・ガバナンスの強化の取組みとして、経営陣の株主の皆様に対する責任の所在を明確

化するため、当社の取締役の任期は1年となっております。また、独立性を有する社外取締役を1 名選任し

ております。さらに、監査役4 名のうち、2 名は独立性を有する社外監査役です。これら社外取締役と社外

監査役が取締役会等重要な会議に常時出席し、取締役の業務執行を十分に監視できる体制となっておりま

す。

 

２）基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

　当社は、平成30年2月8日開催の取締役会において、平成27年3月27日開催の第80期定時株主総会の承認を

得て更新した「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」について、内容を一部改定した

上、更新すること（以下「本更新」といい、本更新後のプランを「本プラン」といいます。）とし、平成30

年3月29日開催の第83期定時株主総会において、本更新及び本プランに記載した条件に従った新株予約権の

無償割当てに関する事項を決定する権限の当社取締役会に対する委任について承認を得ております。

　本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、上記①に

記載した基本方針に沿って更新されました。

　当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株券

等の大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えていま

す。本プランは、こうした不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに、大量買付が行われる際に、当

社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否か

を判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするこ

とを目的としております。

　本プランは、当社株券等の20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求め

る等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。

　買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会において本プランを発動しない旨が決定された場合

に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。

　買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収

者等による権利行使は原則として認められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引

換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権に係る新株予約権無償割当てその他の法

令及び当社定款の下でとりうる手段を実施します。本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、そ

の行使又は当社による取得に伴って買収者以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者の有

する当社の議決権割合は、約50%まで希釈化される可能性があります。

　当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、取締役

の恣意的判断を排するため、当社経営陣から独立した当社社外取締役等のみから構成される独立委員会を設

置し、その客観的な判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定

の場合には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思を確認することがあります。

　こうした手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その透明性を確保すること

としております。
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　本プランの有効期間は、平成30年3月29日開催の第83期定時株主総会終結後3年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです。

　但し、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会又は当社取締役会において本プランを廃止する旨の

決議が行われた場合には、本プランは当該決議に従い廃止されます。

　また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、金融商品取引所の規

程等の新設又は改廃が行われ、かかる新設又は改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由によ

り字句の修正を行うのが適切である場合、又は当社株主に不利益を与えない場合等、株主総会の決議による

委任の趣旨に反しない場合には、独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更することがあ

ります。

　当社は、本プランが廃止、修正又は変更された場合には、当該廃止、修正又は変更の事実及び（修正・変

更の場合には）修正・変更の内容その他の事項について、必要に応じて情報開示を速やかに行います。

 

③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

　本プランは、前記②２）記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって更新さ

れたものであり、基本方針に沿うものです。

　また、本プランは以下に掲げる理由により、その公正性・客観性・合理性が担保されており、企業価値ひい

ては株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断し

ております。

１）企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

　本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか

否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保した

り、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保することを目的として更新されたものです。

２）買収防衛策に関する指針等の要件の充足

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した企業価値ひいては株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（（ⅰ）企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上の原則、（ⅱ）事前開示・株主意思の原則、（ⅲ）必要性・相当性の原則）を全て充足していま

す。

３）株主意思の重視

　本プランは、平成30年3月29日開催の第83期定時株主総会において、株主の皆様のご承認を頂き更新され

ました。

　また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確認総会において株主

の皆様の意思を確認することとされています。

　さらに、本プランには、有効期間を約3年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、その

有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行わ

れた場合には、本プランは当該決議に従い廃止されることになります。その意味で、本プランの消長には、

株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。

４）独立性を有する社外取締役等の判断の重視及び第三者専門家等の意見の取得

　本プランの発動に際しては、独立性を有する社外取締役等のみから構成される独立委員会による勧告を必

ず経ることとされています。

　また、独立委員会は、当社の費用で、専門家等の助言を受けることができるものとされており、独立委員

会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっております。

５）合理的な客観的要件の設定

　本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会

による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。
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６）デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社株券等を大量に買い付けた者の指名に基づき当社株主総会において選任された取締役で

構成される取締役会により廃止することが可能であるため、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員

の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社においては取

締役の期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありませ

ん。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は1億1千5百万円であります。なお、当第２四半期連結累

計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）従業員数

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数は332名となり、前連結会計年度末に比べて37名

減少しております。これは、主に連結子会社であった株式会社富士鳩急送の全株式を売却し、同社連結の範囲か

ら除外したことによるものです。

 

（注）　以上「第２　事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 26,036,374 26,036,374
東京証券取引所市場第一部

福岡証券取引所

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株であります。

計 26,036,374 26,036,374 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 26,036 － 2,805,266 － 701,755
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（６）【大株主の状況】

  平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

有限会社鳥越商店 福岡市中央区赤坂二丁目２番31号　 1,420 5.5

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 1,300 5.0

三井物産株式会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目１番３号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランドトリトンスクエア

オフィスタワーＺ棟）

1,300 5.0

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13番１号 1,162 4.5

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,145 4.4

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 817 3.1

株式会社広島銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

広島市中区紙屋町一丁目３番８号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランドトリトンスクエア

オフィスタワーＺ棟）

730 2.8

株式会社佐賀銀行 佐賀市唐人二丁目７番20号 630 2.4

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 581 2.2

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 567 2.2

計 － 9,654 37.1

（注）１．上記のほか当社保有の自己株式2,762千株（10.6％）があります。

　　　２．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月1日付で株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変更しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　2,762,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,256,900 232,569 －

単元未満株式 普通株式  　16,874 －
100株（１単元）未満の株式で

あります

発行済株式総数 26,036,374 － －

総株主の議決権 － 232,569 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の中には、株式会社証券保管振替機構（失念株管理口）名義の株式が2,000

株（議決権20個）含まれております。

２．「単元未満株式」の中には、自己保有株式15株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

鳥越製粉株式会社

福岡県うきは市

吉井町276番地の１
2,762,600 － 2,762,600 10.6

計 － 2,762,600 － 2,762,600 10.6

（注）　平成30年６月30日現在、当社が実質的に所有している自己保有株式数は2,762,615株であります。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,143,561 8,329,983

受取手形及び売掛金 3,672,678 3,610,913

有価証券 2,961,500 2,961,500

商品及び製品 1,079,788 1,041,451

原材料及び貯蔵品 3,105,744 2,697,625

その他 168,350 189,549

貸倒引当金 △4,260 △4,327

流動資産合計 18,127,364 18,826,696

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,987,631 1,939,254

機械装置及び運搬具（純額） 1,726,408 1,663,387

土地 6,806,471 6,779,528

その他（純額） 223,920 194,302

有形固定資産合計 10,744,432 10,576,473

無形固定資産   

無形固定資産合計 276,864 250,903

投資その他の資産   

投資有価証券 11,058,267 11,503,193

その他 182,857 155,576

貸倒引当金 △69,777 △69,760

投資その他の資産合計 11,171,347 11,589,008

固定資産合計 22,192,644 22,416,386

資産合計 40,320,008 41,243,082

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,175,947 1,579,907

短期借入金 2,352,944 1,575,944

未払法人税等 293,572 299,411

役員賞与引当金 28,476 13,566

その他 840,805 1,080,140

流動負債合計 4,691,745 4,548,969

固定負債   

長期借入金 312,050 767,078

退職給付に係る負債 30,870 27,628

その他 3,249,576 3,349,131

固定負債合計 3,592,497 4,143,838

負債合計 8,284,242 8,692,807
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,805,266 2,805,266

資本剰余金 2,811,070 2,811,070

利益剰余金 21,989,425 22,195,049

自己株式 △2,124,733 △2,124,733

株主資本合計 25,481,029 25,686,652

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,520,753 6,830,022

その他の包括利益累計額合計 6,520,753 6,830,022

非支配株主持分 33,983 33,599

純資産合計 32,035,766 32,550,274

負債純資産合計 40,320,008 41,243,082
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 10,458,196 11,328,607

売上原価 8,080,939 8,865,474

売上総利益 2,377,256 2,463,133

販売費及び一般管理費 ※１ 1,701,138 ※１ 1,756,348

営業利益 676,118 706,784

営業外収益   

受取利息 1,246 880

受取配当金 116,723 119,580

固定資産賃貸料 9,454 11,144

その他 24,600 20,430

営業外収益合計 152,025 152,036

営業外費用   

支払利息 10,429 8,755

その他 2,623 1,184

営業外費用合計 13,053 9,940

経常利益 815,090 848,880

特別利益   

固定資産売却益 － 18,357

事業譲渡益 － 12,000

特別利益合計 － 30,357

特別損失   

固定資産売却損 － 564

固定資産除却損 869 568

減損損失 5,264 24,474

子会社株式売却損 － 17,139

特別損失合計 6,133 42,746

税金等調整前四半期純利益 808,957 836,491

法人税、住民税及び事業税 246,246 287,280

法人税等調整額 7,961 △5,135

法人税等合計 254,207 282,145

四半期純利益 554,749 554,345

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △39 △383

親会社株主に帰属する四半期純利益 554,788 554,729
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【四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 554,749 554,345

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,289,774 309,269

その他の包括利益合計 1,289,774 309,269

四半期包括利益 1,844,523 863,615

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,844,563 863,998

非支配株主に係る四半期包括利益 △39 △383
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 808,957 836,491

減価償却費 310,551 321,128

減損損失 5,264 24,474

のれん償却額 － 4,011

貸倒引当金の増減額（△は減少） 51 49

受取利息及び受取配当金 △117,970 △120,461

支払利息 10,429 8,755

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,244 △14,910

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △124 △3,242

売上債権の増減額（△は増加） 439,897 61,765

たな卸資産の増減額（△は増加） 413,326 446,456

仕入債務の増減額（△は減少） △212,620 403,959

有形固定資産除売却損益（△は益） 869 △17,224

子会社株式売却損益（△は益） － 17,139

事業譲渡損益（△は益） － △12,000

未払賞与の増減額（△は減少） 156,378 168,622

その他 △316,450 11,910

小計 1,486,316 2,136,928

利息及び配当金の受取額 117,970 120,461

利息の支払額 △10,598 △8,979

法人税等の支払額 △355,811 △241,074

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,237,877 2,007,335

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △68,891 △54,244

定期預金の払戻による収入 67,679 71,088

有形固定資産の取得による支出 △229,794 △169,468

有形固定資産の売却による収入 － 20,825

無形固定資産の取得による支出 △226,702 △1,510

投資有価証券の取得による支出 △50,189 △191

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△1,322,560 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 6,234

事業譲渡による収入 － 12,000

貸付けによる支出 △120 △50

貸付金の回収による収入 120 50

その他 290 15,146

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,830,168 △100,119

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △5,000 △55,000

リース債務の返済による支出 △20,680 △13,339

長期借入れによる収入 19,000 490,000

長期借入金の返済による支出 △260,860 △756,972

自己株式の取得による支出 △245 －

配当金の支払額 △302,445 △348,573

財務活動によるキャッシュ・フロー △570,232 △683,885

現金及び現金同等物に係る換算差額 286 △39

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,162,237 1,223,291

現金及び現金同等物の期首残高 11,600,016 10,021,567

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,437,779 11,244,859
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当第２四半期連結会計期間中に、連結子会社 株式会社富士鳩急送の全株式を売却したため、当第２四半期連結

会計期間の期首より同社を連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日

　　至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日

　　至　平成30年６月30日）

販売運賃 640,377千円 713,356千円

貸倒引当金繰入額 81 66

役員賞与引当金繰入額 10,794 13,566

給料及び手当 339,079 345,329

退職給付費用 17,494 16,022

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

現金及び預金勘定 7,862,776千円 8,329,983千円

有価証券勘定 2,961,500 2,961,500

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △386,496 △46,624

現金及び現金同等物四半期末残高 10,437,779 11,244,859
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月30日開催

第82期定時株主総会
普通株式 302,566 13

平成28年

12月31日

平成29年

３月31日
利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月29日開催

第83期定時株主総会
普通株式 349,106 15

平成29年

12月31日

平成30年

３月30日
利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりであります。なお、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 23円84銭 23円83銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 554,788 554,729

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
554,788 554,729

期中平均株式数（株） 23,274,210 23,273,759

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成３０年８月９日
 

鳥　越　製　粉　株　式　会　社  

取　締　役　会　　　　御　中  

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 松　 嶋　　　　 敦

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中　 野　　宏　 治

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鳥越製粉株式

会社の平成３０年１月１日から平成３０年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成３０年４月

１日から平成３０年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成３０年１月１日から平成３０年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鳥越製粉株式会社及び連結子会社の平成３０年６月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

（※）1.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

2.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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